
　

（単位：千円）

Ⅰ一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（１）経常収益　　　
　　①基本財産運用益
　　　　　基本財産運用益 2,849 2,850 △ 1 債券等運用益

    ②特定資産運用益
　　　　　特定資産運用益 1,436 1,398 38 債券等運用益

　　③受取補助金等
　　　　　受取出捐金 0 0 0
　　④寄付金収益
　　　　　寄付金収益 0 0 0
　　　　　受取寄付金振替額 10,000 0 10,000 特定資産指定正味財産取崩

　　⑤事業収益
　　　　　参加者負担金 34 0 34 専門講座等参加者負担

　　⑥雑収益
　　　　　受取利息 0 0 0
　　　　　その他収益 0 0 0

　　　　事業活動収入計 14,319 4,248 10,071

　（２）経常費用

　　①事業費支出 14,483 12,088 2,395

　ⅰ　芸術・文化鑑賞事業 4,038 2,068 1,970

　　　職員給料 2,095 1,002 1,093 人件費

　　　職員賞与 631 333 298 人件費

　　　管理職手当 131 79 52 人件費

　　　退職給付費用 99 109 △ 10 人件費

　　　法定福利費 466 227 239 人件費

　　　旅費交通費 30 10 20 出演者旅費等

　　　通信運搬費 10 10 0 切手、発送代

　　　消耗品費 55 15 40 鑑賞事業用品代

　　　修繕費 10 0 10 自動車修繕費等

　　　印刷製本費 20 50 △ 30 鑑賞事業PRチラシ印刷

　　　燃料費 15 0 15 自動車ガソリン代

　　　賃借料 50 50 0 鑑賞事業機材借上料

　　　保険料 10 30 △ 20 鑑賞事業ボランティア保険代

　　　諸謝金 300 100 200 出演者謝金

　　　委託費 100 50 50 音響設備等委託料

　　　システム管理費 5 0 5 ホームページ管理費

　　　支払手数料 5 3 2 謝金等振込手数料

　　　雑費 6 0 6 会場協力御礼代(3か所)

　ⅱ　美術品・歴史資料展示及び企画
展共催事業

3,768 4,306 △ 538

　　　職員給料 2,095 2,019 76 人件費

　　　職員賞与 631 671 △ 40 人件費

　　　管理職手当 131 159 △ 28 人件費

　　　退職給付費用 99 220 △ 121 人件費

　　　法定福利費 466 457 9 人件費

　　　旅費交通費 10 50 △ 40 調査旅費

　　　通信運搬費 0 30 △ 30 切手、発送代

　　　消耗品費 30 25 5 展示・共催事業用品代

　　　修繕費 10 7 3 自動車修繕費等

　　　印刷製本費 250 480 △ 230 パンフ2種発行

　　　燃料費 10 3 7 自動車ガソリン代

Ⅱ－(１) 令和４年度公益財団法人佐野市民文化振興事業団
収支予算書 （正味財産増減計算ベース）

令和４年4月1日から令和５年3月31日まで

科　　　目 予算額 前年度予算額 増減 備　　　考



（単位：千円）
科　　　目 予算額 前年度予算額 増減 備　　　考

　　　保険料 5 5 0 自動車保険代

　　　諸謝金 0 70 △ 70
　　　租税公課 21 21 0 自動車税､源泉所得税

　　　委託費 0 50 △ 50
　　　システム管理費 5 13 △ 8 ホームページ管理費

　　　支払手数料 5 16 △ 11 謝金等振込手数料

　　　雑費 0 10 △ 10

 ⅲ　芸術・文化講座及び人材育成セミ
ナー

5,006 4,523 483

　　　職員給料 2,094 2,003 91 人件費

　　　職員賞与 631 666 △ 35 人件費

　　　管理職手当 130 156 △ 26 人件費

　　　退職給付費用 100 217 △ 117 人件費

　　　法定福利費 466 452 14 人件費

　　　旅費交通費 760 225 535 文化講演講師等旅費交通費

　　　通信運搬費 10 10 0 切手、発送代

　　　消耗品費 110 42 68 講座、セミナー等用品代

　　　修繕費 45 44 1 自動車修繕費等

　　　印刷製本費 80 50 30 講座等案内、資料作成

　　　燃料費 25 35 △ 10 自動車ガソリン代

　　　保険料 15 5 10 ボランティア活動等保険代

　　　諸謝金 360 520 △ 160 文化講演会、講座等講師謝金

　　　租税公課 90 90 0 自動車税･保険料

　　　委託費 80 0 80 制作壁画設置、ピアノ調律代

　　　システム管理費 5 0 5 ホームページ管理費

　　　支払手数料 5 8 △ 3 謝金等振込手数料

　ⅳ　芸術・文化助成、情報提供事業 1,671 1,191 480

　　　職員給料 598 479 119 人件費

　　　職員賞与 180 159 21 人件費

　　　管理職手当 38 38 0 人件費

　　　退職給付費用 28 52 △ 24 人件費

　　　法定福利費 133 109 24 人件費

　　　通信運搬費 0 10 △ 10
　　　消耗品費 0 6 △ 6
　　　修繕費 3 3 0 自動車修繕費等

　　　印刷製本費 250 100 150 事業団報「かがやき」発行

　　　燃料費 0 2 △ 2
　　　保険料 5 5 0 自動車保険料

　　　租税公課 3 3 0 自動車税･重量税等

　　　支払助成金 220 220 0 2団体(各10万)＋2団体(各1万)

　　　委託費 200 0 200 ホームページリニューアル費

　　　システム管理費 10 2 8 ホームページ管理費
　　　支払手数料 3 3 0 助成金振込手数料

　　②管理費支出 8,586 7,760 826

　　　職員給料 4,308 3,439 869 人件費

　　　職員賞与 1,297 1,143 154 人件費

　　　管理職手当 270 270 0 人件費

　　　退職給付費用 204 374 △ 170 人件費

　　　法定福利費 959 777 182 人件費

　　　会議研修費 40 40 0 公益財団事務研修費

　　　旅費交通費 30 30 0 公益財団事務研修費

　　　通信運搬費 150 135 15 電話FAX,インターネット,郵送代

　　　交際費 10 10 0
　　　消耗品費 150 382 △ 232 事務、管理用品等

　　　修繕費 50 50 0 自動車修繕費

　　　印刷製本費 100 100 0 団報『かがやき』

　　　燃料費 35 20 15 自動車ガソリン代

　　　賃借料 360 560 △ 200 TKC会計・給与システム



（単位：千円）
科　　　目 予算額 前年度予算額 増減 備　　　考

　　　保険料 35 35 0 自動車保険代

　　　諸謝金 0 255 △ 255 コンサル料を支払手数料へ変更

　　　租税公課 35 35 0 自動車税、源泉所得税

　　　支払負担金 72 70 2 全国公益法人協会　準会員費

　　　システム管理費 10 10 0 ホームページ運営費

　　　支払手数料 466 20 446 会計・労務コンサル、振込料等

　　　支払利息 0 0 0
　　　雑費 5 5 0 事務調査手土産代

  　　　　経常費用計 23,069 19,848 3,221

　　　　　当期経常増減額 △ 8,750 △ 15,600 6,850
　２．経常外増減の部
　　　　　経常外収益計 0 0 0
　　　　　経常外費用計 0 0 0
　　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 8,750 △ 15,600 6,850
　　　　　一般正味財産期首残高 33,595 49,195 △ 15,600
　　　　　一般正味財産期末残高 24,845 33,595 △ 8,750
Ⅱ指定正味財産増減の部
　　　　　①基本財産運用益
　　　　　　　　基本財産受取利息 2,849 2,850 △ 1
　　　　　　　　投資有価証券受取利息 131 131 0
　　　　　②特定資産運用益
　　　　　　　　特定資産受取利息 1,436 1,398 38
　　　　　③事業収益
　　　　　　　　参加者負担金 0 0 0
　　　　　④一般正味財産への振替額
　　　　　　　　一般正味財産への振替額 △ 14,416 △ 4,379 △ 10,037
　　　　　　当期指定正味財産増減額 △ 10,000 0 △ 10,000
　　　　　　指定正味財産期首残高 900,124 900,124 0
　　　　　　指定正味財産期末残高 890,124 900,124 △ 10,000
Ⅲ正味財産期末残高 914,969 933,719 △ 18,750
(注）
１．従来、収支予算書は「資金収支方式」により作成していたが、平成24年度から公益法人認定法施行規則第３０条
に基づき、「正味財産増減計算方式」により作成している。
２．予算書は、公益法人会計基準の運用指針（平成20年4月11日内閣府公益認定等委員会）の「正味財産増減計
算書」の様式に準じて作成している。

４．令和4年度から予算書内における投資有価証券受取利息の取り扱いを変更したため、その分が令和3年度指定
正味財産期末財産残高等に変更が生じている。

３．前年度の一般正味財産及び指定正味財産の期末残高並びに当年度の一般正味財産及び指定正味財産の期
首・期末残高は、本予算編成時における見込額である。


